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【デジタルを活用した取組の全体概要】 

市民と地域、行政をデジタルでつなぐ、ホームページを中核としたコミュニ

ケーションツールを整備しました。 

個々人の興味、関心といった属性に応じて、ホームページの更新情報をプッ

シュ型で届けるサービスのほか、学校と保護者、行政と町会の連絡、親子手帳

をデジタル化したサービスの提供を開始しました。 

【実施に至る経緯・動機】 

本市が実施した市民意識調査では、2人中 1人が必要な情報を入手できて

いない、4人中 3人が市ホームページを利用しないとの結果でした。 

どんなに良いサービスでも、その人にとって重要な情報でも、利用しても

らえない、知ってもらえないものでは意味がありません。 

このような状況に強い危機感を持ったのがきっかけです。 

【解決した課題の具体的内容】 

 日々、市は大量の情報を発信していますが、その中から自分が必要として

いる情報を探す、見つけるのは大変です。これが必要な情報を入手できてい

ない原因だと考えました。 

 そこで、市の情報発信の中核を担うホームページを刷新する中で、利用者

の方の興味、関心などといった、いわゆる属性情報を添えて ID（ユーザ）登

録いただくことで、利用者の方に必要な情報をプッシュ型で配信できる仕組

み（デジタルコミュニケーション基盤：DCP）を整備しました。 

 また、市が提供する様々なサービスをこの DCP と連携させ、ひとつの ID で

どのサービスも利用できるようにすることで、利便性の向上を図るととも

に、ユーザの獲得を図りました。 

 ※1：ID 登録がなくてもホームページはご利用いただけます 

※2：利用者の方の同意により、はじめてサービス連携されます 

デジタルを活用

した取組による

成果（成果がわ

かるデータ・数

値） 

DCP 及び連携する各種サービスでは順調に ID 登録数が伸びており、令和 4年

5 月末時点で 31,000 名の方に登録いただいております。  

また、連携するサービスの利用状況は以下のとおりとなっています。 

① 学校コミュニティサービス（登録者数：18,000） 

・学校と保護者間の欠席やクラスの連絡をデジタル化  

② 地域コミュニティサービス【試験運用中】（登録者数：600） 

・市から町会への連絡、町会活動や町会内の連絡をデジタル化 

③ 電子親子手帳サービス （登録者数：1,000） 

・子どもの成長記録や定期予防接種に係る予診票・接種記録をデジタル化 

なお、学校コミュニティサービスの開始後、教育・子育てに関する興味関心が

上昇しており、子育て世代への情報発信力が強化できたと考えています。 

 



【興味関心の動向イメージ】 

 令和 3 年 7 月  令和 4 年 4 月 

区分 割合  区分 割合 

防災・安全 17%  防災・安全 15% 

年金・税金 11%  急病・医療 11% 

急病・医療 11%  教育 11% 

イベント・地域活動 10%  子育て 10% 

     

教育 6%    

観光 6%    

子育て 5%    
 

本取組の特徴的

な点やデジタル

の活用において

工夫した点 

この DCP 及び連携サービスは、「いつも使い」するサービスをコンセプトと

し、子どもの成長にあわせて利用ができるよう、電子親子手帳、保育所等との

連絡サービス（予定）、学校コミュニティサービスを展開し、子育てに関して

一貫したサービスが提供できるよう工夫しています。 

地域コミュニティ活性化の視点としては、町会回覧の電子化など、町会向け

のサービスを展開しています。 

また、新しい取組として、ホームページに利用者が自由に投稿できるつぶや

き機能となる「VOICE」を導入し、リアルタイムで「まちの声」を発信してい

ます。行政の施策への率直な意見や要望も寄せられ、迅速なサービス改善等に

も活かしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、この DCP はいわゆる「都市 OS」で、市原市に限定されることなく、

連携サービスを含めて他団体でも利活用可能であり、全国の行政サービスの向

上に資するものと考えています。 

将来的には、団体間でのサービス連携や観光情報の連携など、自治体を跨い

だ情報サービスの提供により、様々な団体がそれぞれの魅力でデジタルサービ

スを提供するといった全国的にオープンな取組として展開されることを期待

しています。 

今後の展望 

以下のとおり、利用者にとって身近なサービスとの連携を予定しております。 

令和 4年度  公共施設予約システムとの連携開始 

公共図書館システムとの連携開始  

学童保育コミュニティサービス開始 

地域ポイントサービス開始 

令和 5年度  保育所・こども園コミュニティサービス開始 

  

 【利用者サービス設定画面】                         【つぶやき機能「VOICE」】



「市原市の都市 OS(DCP)」概要図 

  

 
 

 

 

 

 



 

 

（市原市ホームページより https://www.city.ichihara.chiba.jp/article?articleId=60c2e431e9e92d2d92e2a3f6） 

 

 

  



 

「いつも使い」のサービスコンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

（市原市ホームページより https://www.city.ichihara.chiba.jp/article?articleId=60c2e431e9e92d2d92e2a3f6） 

 

 

 

 

 

 



 

 （市原市ホームページより https://www.city.ichihara.chiba.jp/article?articleId=60c2e431e9e92d2d92e2a3f6） 

 

 

 

 


